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　　　　　　　伊那富6098-29
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辰 野 町
総 務 課

機 械 設 備 特 記 仕 様 書

工　　　　　　事　　　　　　種　　　　　　別

種 目

建　　　物　　　名　　　称 構　　造 延床面積（㎡） 備　　　　　　考

建　物　別

工 事

　房

２．建　物　概　要

１．工　事　場　所

階　　数

空　気　調　和　設　備

Ⅰ．工　事　概　要

３．工　事　種　目（●印を付けたものを適用する）

足場・さん橋類

実施工程表及び

施 工 計 画 書

官公署への手続き

被　 害 　届 　等

しゅん工時提出物

残　 土 　処 　理

埋め戻し土・盛土

発 生 材 処 理

文 字 入 名 札 等

取 扱 説 明 板

総　 合 　調 　整

定　 期　 報　 告

共通仕様書によるほか別表による。

引渡しを要するもの　　・無　　・有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・再生資源の利用を図る　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・特別管理産業廃棄物　・無　　・有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

電気保安技術者を設置する。

資材の保管は必ず屋根をかけ地上

ス線等で取付ける。

機器等の取り扱い方法及び重要な定期点検項目等を書いた取扱説明板（アクリル樹脂製、文字彫

保 　　　　　　険

（管理者からの聞き取り調査を含め、調査には必ず管理者の立会いを要する。）

機器、配管、風道等は耐震を考慮し堅固にすえ付け、取付又は支持を行う。

管 の 切 断 及 び

ネジ切り・接続

ネジ切り機は自動切り上げ装置付とする。ネジ切りに際しては、ネジゲージを使用してネジが適

正に切られているか確認する。

接合材はペーストシール材とし、ねじ山、管内部及び端面に付着している切削油、水分、ほこり

全てさび止めペイント２回塗布又はプラスチックテープ１回巻とする。

吊　　 金 　　物 吊金物は吊込み前に防錆塗料２回塗を行う。（但し亜鉛メッキ鋼棒をのぞく）

配　 管 　勾 　配 給水、給湯、消火、冷温水、ドレン管は、図示による水抜きが確実にできるよう水抜き位置に向

かって下り勾配とする。

管　 の　 保　 護 コンクリート内の鋼管、鉛管及び塩ビ管については、プラスチックテープを

管　 の 　埋 　設 土中埋設管（排水含む）は、管の上下をサンドクッション厚

給水管、消火管の埋設深さは　　　

管 の 埋 設 表 示

排水管を除く管には、埋設表示用テープを設置する。

貫 通 部 の 処 理

管 の 圧 力 又 は

溶　 接 　部 　の

振 動 絶 縁 効 率

非 破 壊 検 査

機器の基礎 及び 振 動 絶 縁 効 率基　　　　　　礎機　　　　　器

空 調 用 ポ ン プ 及び

ボイラー給水用ポンプ

遠 　心 　送 　風 　機 ・ 標 準 基 礎 　 　 防振基礎

・ 標 準 基 礎 　 　 防振基礎

・ 標 準 基 礎 　 　 防振基礎

％以上　・　

％以上　・　

　％以上　・　

検査の種類　・ＲＴ　　・ＰＴ又はＭＴ

・別図による。

塗 　　　　　　装 下記の金属電線管は塗装を行う。

既存のコンクリート床及び壁の配管貫通部の穴明けは原則としてダイヤモンドカッターによる。

屋外：冷媒管断熱厚さは液管10mm以上、ガス管10mm以上とする。 

 冷媒配管の保温 
   屋内：冷媒管断熱厚さは液管10mm以上、ガス管20mm以上とする。 

共通仕様書第２編によるほか下記による。

・膨張タンクよりボイラーへの補給水管の保温は膨張管の項による。

・建物内の空気抜き管の保温は膨張管の項による。

・還りダクトの保温要（保温厚

・排気ダクトの保温要（保温厚

保温種別は下記による

　ダクト　　　　　　　　　　　・イ（・１号　・２号）　　・ロ

　冷温水、冷水、温水、蒸気管　・イ　　　　　　　　　　　・ロ

　機器　　　　　　　　　　　　・イ　　　　　　　　　　　・ロ

　排水管　　　　　　　　　　　・ロ　　　　　　　　　　　・　

　給湯管　　　　　　　　　　　・イ　　　　　　　　　　　・　

　（・排水トラップ　・鉛管　・鋼管類　・ビニール管　・ドレーン管　・　　　　　　　　）

区　　　　分 保　　　　温　　　　外　　　　装

倉庫・書庫

居室・廊下など

屋外露出、多湿箇所

（　　　　　　　）

・カラー亜鉛鉄板　　　　　　・　

・ステンレス鋼板　　　　　　・　

区　　　　分 保　　　　温　　　　外　　　　装

倉庫・書庫

屋外露出、多湿箇所

（　　　　　　　）

・ステンレス鋼板　　　　　　・　

居室・廊下など ・綿布　　　　　　　　　　　・　

※配管には、冷媒管は除く。

保　　　　温　　　　外　　　　装区　　　　分

屋　内　露　出

屋　外　露　出

弁類）は電気ヒーター等の防凍対策を行う。なお、範囲及び施工方法は図示による。

・各種機器について図示電気ヒーター等の防凍対策を行う。（　　　　　　　　　　　　　　）

外　　　気
屋　　　　　　　　　内

一　般　系　統

夏　季

冬　季

温度 湿度 温度 湿度 温度 湿度

℃

温度 湿度

％

居 室 騒 音 限 界 下表によるほか、耳ざわり音がないよう機種選定およびダクト消音対策を行う。

室　　　　　　　　名 Ａ　特　性　（ Ｎ　　Ｃ　　値

・設ける　　・　

ばいじん量測定口 ・設ける（測定口は

・ 鋼 板 製 （ 　・ 

ダ　　 ク 　　ト

煙　　　　　　 道

風 量 測 定 口 取り付け箇所は（・図示した位置　　　・送風機吐出ダクト又は吸込ダクト

　　　　　　　　・外気取入れダクト　・空調機出口チャンバーの分岐ダクト）

チ ャ ン バ ー 内貼りを施すチャンバーの表示寸法は外法を示す。

空気調和機、温風暖房機に取り付けるサプライチャンバー、レタンチャンバー及び風道系で消音

内貼りしたチャンバーには点検口を設け、点検口の大きさは図示による。

ダクトの防漏策

シーリング材を充填する。

防 煙 ダ ン パ ー 復帰方式（・遠隔　・　　　　　）

定格入力は、ＤＣ

ピストンダンパー 復帰方式（・遠隔　・　　　　　）

温　　 度 　　計

・冷温水ヘッダー（往）及び各返り管。

・空気調和機（パッケージ形を含む）のサプライチャンバ、レタンダクト、外気取入れダクト及

びレタンチャンバ。

・温風暖房機の吐出ダクト、レタンダクト、外気取入れダクト及びレタンチャンバ。

圧　　 力 　　計

瞬　間　流　量　計 ピトー管方式によるもので止水コック付とし、形式及び取付部は下記による。なお、着脱形の指

示 部 は （

・冷凍機の冷水管（出口側）及び冷却水管（出口側）に（・固定形　・着脱形）を設ける。

・直だき吸収冷温水機の冷温水管（出口側）及び冷却水管（出口側）に（・固定形　・着脱形）

を設ける。

・冷温水ヘッダーの（・各送り管　・各返り管）に（・固定形　・着脱形）を設ける。

・空気調和機の冷温水管（入口又は出口側）に（・固定形　・着脱形）を設ける。

・図示の箇所に取付ける。

ダ　　 ク 　　ト

・厨房系統の排気用ダクトは、共通仕様書より１番手厚いものを使用する。

風 量 測 定 口 取付位置は（・図示した位置　・送風機吐出ダクト又は吸込ダクト　・外気取入れダクト）とする。

ダ 　ン 　パ 　ー 空気調和設備の該当項目による。

・厨房系統　・浴室（シャワー室、脱衣室を含む）系統　・　排気ダクトのシール

チ ャ ン バ ー 空気調和設備の該当項目による。

耐　 火 　措 　置

ダ　　 ク 　　ト

自家発用換気ダクトが自家発室外を通過する場合の耐火措置は図示による。

・亜鉛鉄板　・　

排 煙 口 の 形 式

排煙口開放装置

排 煙 風 量 測 定

中央監視制御装置 ・有り　　・無し

図示による中央監視制御装置

電　　 線 　　管

の 構 成 ・ 機 能

大 便 器 洗 浄 弁

・ノンホールディング機構

ハ イ タ ン ク

・露出　　・隠ぺい　　・水抜き装置付

・節水コマ　・固定コマ（・寒冷地対応形　・　　　　　　）

・陶器製（・露出形　・　　　　）

・陶器製（・露出　・埋込）

量　　 水 　　器

量　 水 　器 　桝

引 込 納 付 金 等

給　 水 　勾 　配

建物導入部配管

洗面器等の排水管 洗面器及び手洗器に直結する排水管は、器具トラップより１サイズアップとする。

屋 内 　排　 水 　勾 　配

図示の箇所に取付ける。満 水 試 験 継 手

・図示の箇所に取付ける

弁　　　　　　 類

機 器 の 寸 法 概略寸法とする

燃　 焼 　機 　器 使用ガス（・都市ガス　・液化石油ガス）

充 て ん 容 器 　・　　　　）

・標準図による

転 倒 防 止 等

集 　合 　装 　置

・ 標 準 図 の （ 　・ 

メ　 ー　 タ　 ー ・親メーター（・貸与品　・　　　　）

ガス漏れ警報器 ・設置する（室名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

引 込 負 担 金 ・要（・別途工事　・本工事）　・不要

緊 急 遮 断 弁 等 ・要（　　　　　　　　　　）　・不要

建物導入部配管

測　　 定 　　表

調　 査 　依 　頼 本工事について、公共工事労務費調査、資材調査、建設副産物実態調査等県から調査依頼があっ

た場合はこれに協力する。

工事カルテ作成と

登録 作成し、監督員に提出し承諾を受けた後、（財）日本建築情報総合センターへフロッピーディスク

により提出するとともに、（財）日本建築情報総合センター発行の「工事カルテ受領書」の写しを

監督員に速やかに提出する。

「工事カルテ」の提出期限

換

気

設

備

衛

生

器

具

設

備

給

水

設

備

ガ

ス

設

備

そ

の

他

気

調

和

設

備

冷

暖

房

設

備

暖

房

設

備

設 計 温 湿 度

煤 煙 濃 度 計

注）完成図面の種類は、設計図面に準じて作成のこと。

共通仕様書第１編１．７．２によるほか、バルブ類等は必要に応じて合成樹脂製名札をステンレ

図示された屋外埋設管の分岐及び曲がりの箇所には、コンクリート製標柱を埋め込む。舗装部分

エポキシ樹脂コーティング及びライニングの乾燥方法は、（・常温乾燥　・加熱乾燥）による。

・ピット内配管の保温は、施工手引「施工１０８」による。

・天井取付（・スリット形　・スイング形）　・壁取付（・スリット形　・　　　　　）

・ワイヤー式　　・電気式（遠隔操作　　・不要　・要）　

・ 埋 込 （

・取付箇所（・大便器　・小便器　・　　　　）材質（・陶器製　・　　　　）

（ａ） （ｂ）　・ 

・ 標 準 図 （ 　・ 　・ 

・ 標 準 図 （ 　・ 　・ 

温水洗浄式便座 加熱方式（・貯湯式　・瞬間式）　給水方式（・給水管直結給水方式　・ポンプ加圧給水方式）

取付部は下記による。なお、温度計は工業用バイメタル式温度計（目盛板外径

・温水発生機の温水管（出入口側）

・熱交換器の温水管（出入口側）

・冷凍機の冷水管（出入口側）及び冷却水管（出入口側）。

・ボイラーの温水管（入口側）。

・空気調和機の冷温水管（出入口側）及び三方弁装置後の冷温水管（返り）。

・冷凍機の冷水管（出入口側）及び冷却水管（出入口側）。

・空気調和機の冷温水管（出入口側）。

・熱交換器の温水管（出入口側）。

取付部は下記による。

・温水発生機の温水管（出入口側）

油 面 制 御 装 置

は製造者の標準仕様とする。

設計用水平地震力は、機器の重量（自由表面を有する水槽その他の貯槽にあっては有効重量）

　え付け又は取付を行うものとするが、前記指針の方法によらなくてもよい。

　設計用標準水平震度

設計用鉛直地震力は、設計用水平地震力の

満　 水 　試 　験

設　置　場　所

耐　震　安　全　性　の　分　類

・一般の施設（乙類）

上層階、屋上及び塔屋

中　間　階

地下階、一階

チャンバーの隅部、吹出口又は吸込口の取付用分岐ボックスの接続部及び隅部は、ハンダ付又は、

消設

火備

給設

湯備

排設

水備

自御

動設

制備

階建の場合

階建以上の場合は上層４階

　　　　　　　　・　　　　　　　　・　　　　　　　　・　　　　　　　　・　　　　　　　）

重要機器・水槽 一般機器・水槽 重要機器・水槽 一般機器・水槽

小形給水ポンプユニット

揚 水 用 ポ ン プ 及び

・本工事（・風量調整　・水量調整　・室内外空気の温度測定　・室内気流及びじんあい測定

　・騒音測定　・初期運転状態の記録）　・別途

　に、次に示す地域係数及び設計用標準水平震度を乗じたものとする。地域係数は

・アングルフランジ工法　　・スパイラルダクト

防 　　　　　　錆

は　　 つ 　　り

保　 温 　及 　び

絶 縁 フ ラ ン ジ

（別表）しゅん工時提出物（○印を付けたものを提出する。作成方法は長野県機械設備工事施工手引による。）

込み程度）を設ける。大きさは、約　　　㎡とする。

よりシーリングする。

共通仕様書第２編２．８．１、施工手引第３章施工標準図によるほか充填箇所はシーリング材に

抜取率　　　・共通仕様書による　　・　

下記の保温を行わないダクトは、塗装を行わない。

・屋外露出　　　　　・（　　　　　）の屋内露出

・　　　　　　　　　・　

　なお仕様はｄ（ハ）とする。

・排水管でピット内、共同溝内及び最下階の床下の下記の部分は保温する。

機械室

機械室

排
煙
設
備

厨
房
機

器
設
備

し
尿
浄
化

槽
設
備

防　 凍 　保 　温

小 便 器 洗 浄 弁

小 便 器 洗 浄 用

小 便 器 洗 浄 管

水　　　　　　 栓

化　　 粧 　　棚

石　 け 　ん 　受

洗　 　面 　　器

標　　 記 　　板

大便器耐火カバー

・根切中の良質土（ただし管の周囲は山砂、川砂又は再生砂）　・山砂の類

原則として金属管とする。なお、図示なき場合は、施工手引「施工１３８」による。

・構外搬出適切処理（「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」により行うこと。また、施工手引

　第２章第２により発生材処理報告書を作成のこと。）

主任技術者等の適用

電気保安技術者

技 能 士 の 適 用

資 材 の 保 管

なお、ライニング鋼管用管端防食継手については、コア挿入型は使用しないこと。

は埋設標示ピンとする。また、施工上生じた分岐、曲がりの箇所についても同様とする。

・構内敷ならし　　・構内指定場所にたい積　　・構外搬出適切処分

配管、ダクト、器具据え付けにともなうスリーブ、枠入れは本工事とし、他は工事区分表による。

する。また、コンクリート土間下配管は、鋼棒等により沈下防止措置をする。

容 量 等 の 表 示

耐　 震 　措 　置

他工事との取合い

施工図等の取扱い 施工図等の著作権に係わる当該建物に限る使用権は、発注者に移譲するものとする。

ＪＩＳ又はＪＶ（・５Ｋ　　・１０Ｋ（図示部分））

絶 縁 フ ラ ン ジ

手　　 続 　　等 官公署への手続又は手続変更は、契約後 日以内とし、請負者が代行処理する。

放流水質の測定表を提出する。

弁 　　　　　　類

弁 　　　　　　類

実施工程表及び施工計画書は、工事着手に先立ち速やかに提出する。

工事に必要な官公署などの手続きは、請負者が代行し速やかに行う。

建物（施設）引渡しまで請負者は、工事目的物、工事材料等について火災保険等をかけること。

（１）

など十分に除去した後、おねじ部のみ適量塗布する。また鋼管接続後のネジ切り部及び傷跡等は、

排水管は保温前に満水試験を、その他の管は保温前に圧力試験を実施する。また、機器取付後に

機器を含めた全系統の満水又は圧力試験を実施する。尚、試験方法については監督員と協議する。

外壁に面するガラリに直接取り付けるチャンバー及びホッパーは、雨水の滞留のないように施工

する。

屋
内
露
出

屋
内
露
出

空

暴力団関係者から工事妨害による被害を受けた場合は、被害届けを速やかに警察に提出すること。

暖 　設 　備

房　　設 　　備

気　　設 　　備

煙　　設 　　備

　水　　設 　　備

　水　　設　　 備

湯　　設 　　備

　　火　　設　　 備

ス　　設　 　備

尿 浄 化 槽 設 備

験 実 習 器 具 設備

油　　設　　 備

冷　

暖　　

換　　

排　　

自　動　制　御　設　備

衛　生　器　具　設　備

給　

排　

給　　

消

厨　房　機　器　設　備

ガ　　

し

実

給　　

一式 一式 一式 一式 一式

一式 一式 一式 一式 一式

一式 一式 一式 一式 一式

一式 一式 一式

一式 一式 一式 一式 一式

一式 一式 一式 一式 一式

一式 一式 一式 一式

一式 一式 一式 一式

一式 一式 一式 一式

一式 一式 一式 一式 一式

一式 一式 一式 一式 一式

一式 一式 一式 一式 一式

一式 一式 一式 一式

一式 一式 一式 一式 一式

一式 一式 一式 一式 一式

一式 一式 一式 一式 一式

　　　　　　対　象　部　分：

方　法　及　び　種　別 設　　　　　　備　　　　　　概　　　　　　要

空　　　調　　　方　　　式

冷　　暖　　房　　方　　式

暖　　　房　　　方　　　式

換　　　気　　　方　　　式

給　　　水　　　方　　　式

排　　　水　　　方　　　式

消　火　設　備　の　種　別

ガ　　ス　　の　　種　　別

　年　　 月　　 日）

年　　 月　　 日

一

般

共

通

事

項

●

一式 一式 一式 一式 一式

１．共　通　仕　様

監 督 員 事 務 所

この工事に必要な工事用電力、用水、諸手続きなどの費用は請負者の負担とする。工事用電力・ 用水等

する場合は、監督職員の承諾を受ける。

機材の品質・性能証明

使用する機材が設備機材等指定表による製造業者等のもの又は、「建築材料・設備機材等品質性

能評価事業」によって所要の品質・性能を有することの評価を受けたものである場合は、共通仕

様書第１編第１章第４節１．４．１（ｂ）の品質及び性能を有することの証明となる資料の提出

を省略することができる。ただし、共通仕様書に規定される製作図、試験成績書等は除く。

○

章 項　　　　　目 特　　　　　　　　記　　　　　　　　事　　　　　　　　項

２．特　記　仕　様

章は●印の付いたもの、項目は番号に○印の付いたものを適用する。

特記事項のうち選択する事項は・印の付いたものを適用し、・印の付いたものは適用しない。

本工事に使用する設備機材等は、設計図書に規定するもの又は、これらと同等のものとする。機 　　材　　　等

製造業者等が定められている機材については、設備機材等指定表又は、（社）公共建築協会が実施

する「建築材料・設備機材等品質性能評価事業」によって所要の品質・性能を有することの評価

を受けた材料・機材等によるほか、これらと同等のものとする。ただし、これらの同等のものと

Ⅲ．工　事　仕　様

４．設　備　概　要（○印を付けたものを適用する）

（●印を付けたものを適用する。）

（１）

（２）

図　　　　面　　　　名　　　　称 図　　　　面　　　　名　　　　称

３８

３７

３６

３５

３１

３２

３３

３４

２６

２７

２８

２９

３０

２３

２４

２５

１８

１９

２０

２１

２２

１３

１４

１５

１６

１７

１０

１１

１２

２

３

８

９

７

６

４

５

以上の架台に乗せる。３０ｃｍ

１２

１．０とする。

　　　　　　２～６階建以下の場合は最上階、７～９階建の場合は上層２階、

　　　　　　は上層３階、

重要機器、重要水槽とは下記に示すものをいう。

（注）１．（　　）内の数値は防振支持の機器の場合に適用する。

　　　２．〈　　〉内の数値は水槽類に適用する。

　　　３．上層階の定義は次による。

（２．０）

〈２．０〉

（２．０）

）による。（ｃ）　・ ・ 標 準 図 （

　給水管　　　　　　　　　　　・ハ　　　　　　　　　　　・ロ（凍結防止帯巻き部分）　

６００

６．概　成　工　期　　　令和　　

５．指　定　部　分　　・無　　　　　　・有　（指定部分しゅん工期限　令和　

・建物内汚水、雑排水（・分流　・合流）

ヶ月に点検をして、その結果を書面で町長あて報告する。工事しゅん工後３ヶ月、

-6.1

34.4 ２８

2,500請負者は、工事請負金額

電動機出力、燃料消費量、圧力損失は、原則として表示された数値以下とする。（２）

機器類の能力、容量等は、表示された数値以上とする。

・ファンコイル

Ⅱ．図　面　目　録

１００mm

事去　　工　　撤　　

厨房
完成図（原図・製本・マイクロフィルム）

・８０Ａ以下は 以上１／１００以 上 　 　 ・ 屋 外 　

日以内

に変更データを提出する。

１０施工中に受注時登録データの内容に変更があった場合は、変更があった日から

日以内とする。１０完了時登録データの提出は、工事完了後

日以内とする。１０受注時登録データの提出は、契約締結後

４,５００万円以上のもの、建築工事一式工事

３,０００万円以上のものについて、施工体制台帳（下請契約台帳、以外の建設工事にあっては、

再下請契約届出書及び施工体系図）を整備する。

ＦＡＸ　０３－３５０５－２９６６

　　連絡先　（財）日本建築情報総合センター　ＴＥＬ　０３－３５０５－２９８１

工事の下請金額の総額が建築一式工事にあっては、３ 施工体制台帳等

ＪＩＳ又はＪＶ（・５Ｋ　　・１０Ｋ　）

１０

・図示位置に取付る

・図示による

パッケージ型消火設備３

２ 建物導入部配管

・液化石油ガス（発熱量　１２，０００　Ｋｃａｌ／Ｋｇ

・パッケージ型消火設備

（３）

（２）

（１）

２５０Ａ 用 　 個 　１００４０

６０

５０

８０

８０

・ 

・ 

・ 

ｍｍｍｍ

・ＥＨＰ

青焼Ａ１二つ折り製本２部　Ａ３二つ折り製本２部

１２ その他監督員指示によるもの又は特記によるもの

１１

大便器ロータンク

・直だき吸収冷温水機の冷温水管（出入口側）及び冷却水管（出入口側）。

Ｎｏ．Ｎｏ．

・減油警報　・　　　　　）の端子を設ける。なお、フロートスイッチ部と制御盤間の配管配線

試運転用油等（　　　　）の納品書写

・バルク貯槽（・本工事　　・別途・ 別 途 （

スプリンクラ－

〈１．５〉

・特定の施設（・甲類　・乙類）

２．０
・床暖房

・氷蓄熱

「建築設備定期検査業務指導書」（日本建築設備安全センター）の排煙風量の検査方法に準ずる。

・バキュームブレーカー　・不凍結装置付　・低圧フラッシュバルブ（　　　　　　　　　　）

３０

（ＳＡ・ＥＡ）

（ＯＡ））　　・範囲は図示による　・全て

）　・範囲は図示による　・全て

重ね１回巻きと１／２

１３

～１２１０

・不凍栓の二次側は水抜きが確実にできること。

・要（・本工事　・別途工事）　・不要

・　　　　　）

ＪＩＳ又はＪＶ　・水道直結部分（・１０Ｋ　　・　　　　　）　・その他の部分（・５Ｋ

・水道事業者指定品（・貸与品　・買取り）　・標準図ＭＣ形

・親メーター（・貸与品　・　　　　）　・子メーター（・買取り　・　　　　）

・不凍結装置付　　・個別感知フラッシュ方式（・埋込　・露出）　　・一体型

・設ける（ピット内は除く）　　・設けない

・止水栓付　

・水抜き装置付

制御盤には（・給油ポンプ制御　・満油警報　・遠隔警報　・電磁弁制御　・返油ポンプ制御

・コーナーボルト工法（・共板フランジ工法　・スライドオンフランジ工法）

・低圧ダクト　・高圧１ダクト　・高圧２ダクト

・直だき吸収冷温水機の冷温水管（出入口側）及び冷却水管（出入口側）。

・コーナーボルト工法（・共板フランジ工法　・スライドオンフランジ工法）

・アングルフランジ工法　　・スパイラルダクト

・低圧ダクト　・高圧１ダクト　・高圧２ダクト

℃

℃ ％％

％

％

％ ℃℃

℃

℃

℃

％

％

・屋外露出部（給水管、冷温水管、膨脹管、冷水管、温水管、ドレーン管、消火管、排水管、

・屋外露出部（給水管、冷温水管、膨脹管、冷水管、温水管、ドレーン管、消火管、排水管、

・ステンレス鋼板　　　　　　・保温化粧ケース

・亜鉛鉄板　　　　　　　　　・保温化粧ケース

・冷媒管の保温の外装は下記による。なお保温化粧ケースは塩化ビニール樹脂製とする。

・アルミガラスクロス　　　　・　

・アルミガラスクロス　　　　・　

・配管の保温外装

・アルミガラスクロス　　　　・　

・アルミガラスクロス　　　　・　

・共同溝の保温種別　（・ピット内に準ずる　・　　　　　　　　　　）

・ダクトの保温外装

・大便器は保温する。

・ステンレス鋼板製一体形タンクは保温する。なお、仕様は共通仕様書第５編

・圧力タンク、膨脹水槽、各種呼水槽等鋼板製水槽は保温する。なお仕様は各機器の項に準ずる。

　（・屋内消火管　・水抜きできない管　・スプリンクラー配管　・　　　　　　　　　　　）

・消火管で下記の部分は保温する。なお仕様は給水管の項による。

）　　　　　・範囲は図示による　・外壁より１ｍ迄

・空気調和機、ファンコイルユニット、冷水及び冷温水のドレーン管の保温は排水管の項による。

・全熱交換器用ダクトの保温要（保温厚

・外気取入れダクトの保温要（保温厚

・換気ダクトの保温要（保温厚

　・重要水槽類（・受水槽　　　　　・　　　　　　　　・　　　　　　　　・　　　　　　　）

　・重要機器　（・消火設備　　　　・冷温水器　　　　　　　　・　　　　　　　　・　

・配管　　・冷凍空気調和機器　　・熱絶縁施工　　・建築板金

・資格の区分Ⅰ　　　・資格の区分Ⅱ

・別契約の関係請負者が定置したものは無償で使用できる。　・本工事で負担する。

・設けない　・設ける（・１号　・２号　・３号　・４号　・５号）

・加圧式　　　　　・高置タンク式（・上水　・井水）・水道直結式

）

・建物外汚水、雑排水（・分流　・合流）

、供給事業者名：　　　　　　　　）・都市ガス（発熱量　　　　　　

・消火器・屋内消火栓設備

放流先　　　　・公共下水　　　・　

し尿浄化槽　　　　　（・合併　・単独　・併合）

・ ・ ・ ・局所換気

・ 

・ 

・ＦＦ暖房・温水暖房

・ ・ ・ 

１０

９

８

７

６

５

４

３

２

１

工事関係資料等引渡書

工具・予備品等

官公署届出書類等

工事完成資料

保全に関する説明書

保守管理手引

設計図（原図・マイクロフィルム）

提出書類等目録

２

１

１

２

２

３

１

２

１

１

８

７

６

５

４

３

３

２

１

６

５

４

２

１

１

２

１

４

５

６

７

８

９

３

２

３

２

１

６

５

４

３

２

４

３

２

１

８

７

９

２

１

３

５

６

４

１７

１６

１２

１１

１５

１４

１３

１２

１１

１０

３９

万円以上の工事について、工事実績情報として「工事カルテ」を

）による。（ｃ）（ｂ）（ａ）

）による（ｂ）（ａ）

）による。（ａ） （ｃ）（ｂ）

５０ｋｇ

１／１００Ａ以上は、１／５０ １００

ＳＧＰ－ＰＡ　・　　　　）　　・露出ＳＧＰ－ＶＡ　・ 

Ａ用　個）附属とする。Ａ 用 　 個 　

φ）とする。１００

０．７Ａ以下とする。Ｖ、２４

）　・鋼管１．０ｍｍ

８０φとする）　・　

０．８ｍｍ３０４ 　・ （・ ）　　・ＳＵＳ４．５ｍｍ

ｄＢ

３．２ｍｍ

）

（ＲＨ）（ＤＢ）（ＲＨ）（ＤＢ）（ＲＨ）（ＤＢ）（ＲＨ）（ＤＢ）

４０ｍｍ以上のものは３２ｍｍ、管径５０ｍｍ以下のものは２５ｍｍ とする。弁類）は防凍保温を行い、厚さは管径

１．４．２．５による。

２５ｍｍ

２５ｍｍ

）　　　　　・範囲は図示による　・　

）　　　　　・範囲は図示による　・　２５ｍｍ

２５ｍｍ

２５ｍｍ

とする。とする。又、ガス管の埋設深さは　　　

で保護する。

以下の軽量な機器（共通仕様書の適用を受けるものは除く）においても耐震を考慮し据３）１００ｋｇ

２）

１）

１／２ とし、水平地震力と同時に働くものとする。

〈０．６〉

（０．６）

０．４

〈０．６〉

（１．０）

０．６

（１．０）

０．６

〈１．０〉

（１．０）

０．６

〈１．０〉

〈１．０〉

（１．５）

１．０

〈１．０〉

（１．５）

１．０

〈１．０〉

（１．５）

１．０

〈１．５〉

１．５

（２．０）

〈１．５〉

１．５

（１．０）

１．０

〈１．５〉

（１．５）

１．５

一式 一式

一式

一式

一式

一式

令 和 ７ 年 度 　 広 域 避 難 所 (平 出 )空 調 設 備 設 置 工 事 　 (機 械 設 備 工 事 )

長 野 県 上 伊 那 郡 辰 野 町 平 出 （ 平 出 コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン タ ー ）

地 区 集 会 所 鉄 骨 造 ２階 ９ ６ ６ ． ４ ０

(伊那)Ｈ第94282号 Ｅ-mail ⇒ kuukan@po22.lcv.ne.jp
令 和 ７ 年 度 　 広 域 避 難 所 (平 出 )空 調 設 備 設 置 工 事

・パッケージ方式

○電気設備工事共通仕様書・標準図（最新版）国土交通省大臣官房官庁営繕部

○建築工事共通仕様書　　　　　　（最新版）国土交通省大臣官房官庁営繕部

●公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）　最新版

〇長野県機械設備工事施工手引　　（最新版）長野県住宅部施設課

２０２５.１０

※既設看板２箇所移設(現場敷地内)位置は地元区と協議の上決定する事

０

１

２

３ 電気設備平面図

空気調和設備立面図

空気調和設備平面図

機械設備特記仕様書



　　　　　屋外機転倒防止金具

1-1

PAC

1-2

PAC

PAC

1-3

1-4

PAC

1-5

PAC

R　Φ9.5xΦ15.9

D　Φ25
R　Φ9.5xΦ15.9

R　Φ9.5xΦ15.9

D　Φ30

D　Φ25

D　Φ25

R　Φ9.5xΦ15.9

R　Φ9.5xΦ15.9

R　Φ9.5xΦ15.9
R　Φ9.5xΦ15.9

D　Φ25

R　Φ9.5xΦ15.9
D　Φ25

R　Φ9.5xΦ15.9
R　Φ9.5xΦ15.9

15.9×9.5、15.9×9.5、25

R R D

15.9×9.5、15.9×9.5、15.9×9.5、30

R R R D

P80

P80

P80

P80

P80

集会室

＋4100

P80

P80

P80

P80

P80

2F　平面図1F　平面図

RR

D

30

RR

15.9×9.5、15.9×9.5、15.9×9.5

R

15.9×9.5、15.9×9.5

25

D

R　Φ9.5xΦ15.9

R　Φ9.5xΦ15.9

R　Φ9.5xΦ15.9

R　Φ9.5xΦ15.9

R　Φ9.5xΦ15.9
R　Φ9.5xΦ15.9

R　Φ9.5xΦ15.9

R　Φ9.5xΦ15.9
R　Φ9.5xΦ15.9

・冷媒管屋外露出部 / SUS鋼板

・冷媒管屋内露出部 / カラー亜鉛鉄板

コンクリート厚さ（200mm程度）Φ120ｘ1
コンクリート厚さ（200mm程度）Φ50ｘ1
機械ははつり/配管用貫通口

コンクリート厚さ（200mm程度）Φ120ｘ1
コンクリート厚さ（200mm程度）Φ50ｘ1
機械ははつり/配管用貫通口

ワイヤードリモコンｘ3

ワイヤードリモコンｘ2

・冷媒管屋内露出部 / 20ｍｍ保温厚

1.60 kW

天井吊形

（屋外機）PAC-1～5

（屋内機）

パッケージエアコン

集会室

・ドレン管屋外露出部 / ＶＰ管

・ドレン管屋内露出部 / ACD管

ワイヤ-ドリモコン仕様

付 属 品：屋外機防雪フード(吹出側)、屋外機壁面ブラケット架台

PCZ-ERMP80SK5 同等品

・冷媒管屋外露出部 / 10ｍｍ保温厚

2.51 kW

2.32 kW

暖房能力：8.０kW

冷房能力：7.1kW

圧縮機

冷 媒：Ｒ32

単 200 5

暖房(定格)

冷房(定格)屋外空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟｴｱｺﾝ

機 器 表

仕 様
電気容量（ 6 0 H Z）

備 考台数
ｋＷ 適 用Ｖφ

設 置 場 所形 式記 号 機 器 名 称

現場敷地内/AS舗装部/機械掘削・搬出入可能箇所

・既設看板移設　２箇所

・既設看板移設　現場敷地内

・既設看板移設　現場敷地内

・・・・・既設天井点検口（４５０角）　

1-1

PAC

1-2

PAC

PAC

1-3

PAC

1-4

PAC

1-5
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1-4

PACPACPAC

1-31-2

PAC

1-5

PAC

1-1

既設看板移設　現場敷地内

既設看板移設　現場敷地内

8,400 5,000 8,400

コンクリート厚さ（200mm程度）Φ120ｘ1

機械ははつり/配管用貫通口
コンクリート厚さ（200mm程度）Φ50ｘ1
コンクリート厚さ（200mm程度）Φ120ｘ1

D　Φ25
R　Φ9.5xΦ15.9
R　Φ9.5xΦ15.9

R　Φ9.5xΦ15.9

R　Φ9.5xΦ15.9

R　Φ9.5xΦ15.9
R　Φ9.5xΦ15.9

R　Φ9.5xΦ15.9
D　Φ30

P80 P80 P80 P80 P80

コンクリート厚さ（200mm程度）Φ50ｘ1
機械ははつり/配管用貫通口
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　　　　　　　伊那富6098-29

長野県上伊那郡辰野町
〒399-0493　長野県上伊那郡辰野町中央１番地
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